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子ども理解に関する情報提供が特別支援教育に対する意識に
及ぼす影響に関する研究
田中克人 大石法生
(兵庫教育大学大学院)
本研究は、子ども理解に関する情報提供が特別支援教育に対する恵、識に及ぼす影響について検討することが片的であった。
子どもを指存していく上で、子ども理解は欠くことができないものである。教師の子ども理解が深まることによって、より
適切な指専や支援につながりやすくなるであろう。このことは通常教育のみならず、特別支援教育においても同様であると
考える。したがって、教師の子ども理解が深まる、あるいは、子ども理解が深まったという恵、識を持つことは、特別支援教
育に刻する意識にも影響があるものと考える。そこで小学校の教師と教育実習を経験した大学3年生と教育実習を経験して
いない大学2年生を対象とし、それそ、れの群に刻して研修会形式で情報提供を行いその事前事後において意識調杏を行った。
その結果、 2つの影響があることが示された。一つは教師と大学3年生の群に共通して見られた影響(①)。もう一つは、
教師、大学3年生、 2年生すべての群に共通して見られた影響(②)。①については、子ども理解に関する情報提供は、教
育実習を含めた了会どもの指導経験があることにより、持別支援教育に対する「知識へのニーズ」と「困難感」が軽減する白
定的な影響を与える。②については、了ども理解に関する情報提供は、了どもの指導経験の有無に関わらず、特別支援教育
に対する「予期的効力感」が高まる影響を与えることが分かつた。
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問題と目的
2005年4月に発達障害障害者支援法が施行され、さら
に2007年4月に改正学校教育法が施行されたことにより
すべての学校において特別支援教育が実施された。それ
により通常学級担当の教師は、従来の指導に加え、特別
支援教育についても併せて取り組んで、いるところである O
しかし、特別支援教育が完全実施になってからまだ数
年しか経っておらず、通常学級担当の教師の中で、特別
支援教育について、特別支援学校や特別支援学級等で専
門的に経験した教師はまだ多くない O 丈部科学省
(2011)によると小・中学校の特別支援学級担当の教師
で、特別支援教育の免許保有率は約30%であることから、
通常学級担当の教師の特別支援教育の免許保有率はそれ
より少ないことが推察される O そのため、教師は、従来
の指導と平行して、適切な特別支援教育の実施に向け、
研修会に参加する、書籍やインターネットなどから情報
を得る、校外の専門機聞からのサポートを受けるなどを
行いながら特別支援教育の指導に当たっている O
秋山 (2004)が小・中学校の教師を対象に行った特別
支援教育に対する意識調査によると、小・中学校の教師
の約9割が特別支援教育に対して負担感を感じており、
小学校教師においては、実際に指導を行う前に負担を感
じてしまう「予期負担感jがあるという O
したがって、今後、多忙な教師に向け、過重な負担を
軽減するため、特別支援教育に関するより効果的な研修
プログラムの開発は喫緊な課題の一つであると言える O
また、下無敷・池本 (2006)が小・中学校の教師を対
象に特別支援教育に対する意識調査を行った結果、特別
支援教育に対する「高い関心」がある反面、「漠然とし
た不安jがあることが分かった。その中でほとんどの教
師は、新しいことを始めることに気後れしている状態で
あり、原因として障害のある子どもに対する教育臨床経
験不足があると指摘している O
その2年後の調査(下無敷・池本， 2008)では、多く
の教師が特別支援教育の理念について理解していおり、
特別支援教育への意識が高まっていることを報告してい
るO さらに、より専門的な知識・対処法を得たいという
ニーズの高まりと、特別支援教育の専門性が必要な場面
では 4~5 割の教師に実施への戸惑いが見られると言っ
ている O
特別支援教育が完全実施になって以来、徐々に特別支
援教育に対して必要性を感じている教師は増えてきてい
る一方で、特別支援教育対象の子どもに対する指導・支
援について戸惑いや困難さを感じている教師の現状が伺
える O その戸惑いや困難さの大きな要因は、研修会や書
籍、インターネット等で情報を得ているものの、実際の
指導場面において十分に対応できるためには、特別支援
教育に対する知識や技術がまだ十分ではないと感じてい
ることが推測される。
丈部省(1953)から刊行された「問題児指導の実際」
によれば、そのまえがきにおいて、当時の通常学級の様
子について、「どの学級にも必ずと言っていいほど一人
二人の問題児はいる。しかし、問題児とは、けっして単
に非行児童だけを指すのではない。そのような反社会的
児童とともに、極度に内気でひっこみじあんであるとか、
いつもぼんやりしていて学習に参加しようとしないとい
うような非社会的な児童も、やはり問題児として注目し
なければならないjと指摘している。
1953年(昭和28年)の時点では、まだ発達障害という
概念はない。しかし、その時すでに、発達障害のある子
どもと同じ様子が伺える子どもや対応の難しい問題を抱
えた気になる子どもの存在は確認されており、その適切
な対応を求められていた。そして、「問題児指導の実際」
において、問題行動への対応については、「問題児の指
導は、単にしかったり、禁止したり、処罰したりしてす
むものではない。問題児発生の原因はきわめて複雑であ
る。そのような強圧的な姑息な手段では、指導は決して
成功するものではなく、むしろ逆に、その問題となる行
動の片寄りをますます増大するjとも述べている。した
がって、生徒指導において、特別支援教育対象の子ども
も含め、分かりにくい行動を示す子どもたちに対し、教
師は、子どもの実態に合わせ、丁寧に取り組んできてい
る経緯がある O ここで述べられている内容は、特別支援
教育が実施となった現在においても大切な視点であると
言える。
この経緯からも分かるように、特別支援教育対象の子
どもが突然に現れたわけではなく、特別支援教育実施以
前から既に、教師は、「対応、が難しい」と感じながらも、
丁寧に取り組んできているのである O このように考える
ならば、教師が、これまでの教育実践において培ってき
た生徒指導の力量の中にも、特別支援教育と共有できる
ものが内在化されているのではなし叶、と考えられる。
しかし、実際の学校現場において、約9割の教師が負
担感を感じている(秋山， 2004)0その要因のーっとし
て、特別支援教育の実施前と実施後で異なる点を比較し
た場合、発達障害や障害特性など、これまで教師にあま
り馴染みのない医療的な視点が取り入れられた点に着目
した。通常学級担当の教師にとってまだ馴染みのない医
療的な視点が、新しい特別支援教育に関する知識・技術
や、なかなか改善しない問題を抱えた子ども達の姿と重
なったO 教師はそれらの理解に苦しみ、戸惑い、それに
より「子ども理解が難ししづ、「特別支援教育は負担であ
るjと感じたのではないかと推測する O
特別支援教育に関する知識・技術については、「より
専門的な知識・対処i去を得たしミ」というニーズの高まり
により、今後、さらに特別支援教育への意識は高まって
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いくものと考える(下無敷・池本， 2008)0 しかし、分
かりにくい行動ゃなかなか改善しない問題を抱えた子ど
もの理解については、医療的な視点を取り入れて理解し
ようとしているものの、まだ十分と言えない状況がある
と言えよう O このような状況が、下無敷・池本 (2008)
が指摘する特別支援教育の実施への戸惑いにつながって
いるものと考える O
教師が子どもを指導してし、く上で子ども理解は重要で
ある。「生徒指導提要J(文部科学省， 2010)では、生徒
指導の基盤は児童生徒理解であると繰り返し述べている O
そして、子ども理解の重要性は特別支援教育においても
同様である O 的確な実態把握、教育的ニーズの把握を行
い、個々の子どもに合わせた指導・支援が求められてい
るO
そうであるならば、特別支援教育についても、教師の
子ども理解が深まり、自分の指導・支援に見通しを持つ
ことができれば、特別支援教育に対する困難さや戸惑い
は軽減できるのではないかと考えた。
そこで本研究は、教師に対して、研修会形式による子
ども理解に関する情報提供を行う O そして、その事前事
後において意識調査を行い、教師の特別支援教育に対す
る意識構造を明らかにし、子ども理解の情報提供による
特別支援教育に対する意識への影響について検討する O
また、先行研究(小島・吉利・石橋・平賀・片岡・是
永・丸山・水内， 2011)では「特別支援教育に対する意
識全般については、特別支援教育の経験と研修会の有無
によって違いが生じる」とし寸報告がある O このことか
らすると、指導経験の有無によって、子ども理解に関す
る情報提供が及ぼす影響が具体的にどのような違いが表
れるのかを確認する必要があると考えた。
そこで、調査対象を教師だけでなく、指導経験が明ら
かに教師と異なる教育実習経験のある大学3年生と教育
実習経験のない大学2年生に対しても、同様の調査を行
うこととした。それぞれの指導経験の有無によって、特
別支援教育に対する意識に違いがあるのかないのか、そ
して、子ども理解に関する情報提供によりどのような影
響を及ぼすのかを比較検討することを目的とした。この
結果を踏まえ、これからの特別支援教育に関する研修会
の内容について検討する O
方法
調査協力者 :A県の大学2年生(教育実習未経験群)32 
名、 3年生(教育実習経験群)26名、 B県.c県の教師
(小学校)51名が、本研究の被調査者として本研究に参
加した。
要因計画:質問事項の合計点、および各下位尺度の合計
得点を従属変数とし、各群(大学2年生.3年生・教師)、
調査時期(事前事後)を独立変数とする 3 (各群) X 2 
(時期)の 2要因分散分析を行った。
材料(質問紙本研究で使用した質問紙の構成は、研
究参加者の年代、学校種、教職年数、特別支援教育の経
験のフェイスシート、特別支援教育に関する意識を問う
20項目を用いた。その回答は「とてもそう思う (4点)J、
「そう思う (3点)J、「少しそう思う(2点)J、「そう思
わない(l点)Jの4件法により回答が求められた。質
問項目は、事前に公立学校の教師に対して行った特別支
援教育に対する自由記述による意識調査に基づいて作成
された。
手続き:教育実習経験のない大学2年生、教育実習経験
のある 3年生、教師に対して、ともに教育的ニーズのあ
る子どもの理解に関する情報提供(研修会)を行い、そ
の事前事後において一斉に質問紙が配布され、回答がな
された後、事前において同時に各自に配布された封筒に、
各自でそれぞれを収納した後に回収されたO
研修会の時間は約60分。主な内容は、実際の指導場面
のビデオを使用し、教育的ニーズのある子どもの理解を
深めるための視点の持ち方や解釈の仕方に関する内容に
絞り込み、障害名や診断名の説明やそれらに関連する知
識的な内容は取り入れないこととした。
結果
特別支援教育に対する意識構造を明らかにするために
全項目について因子分析(主因子法 プロマックス回転)
を行った。その結果、解釈可能な3因子が抽出された。
各因子で特に低い負荷量を示した項目を削除した最終的
な因子分析の結果は表 lに示したとおりである O
各国子を以下のように命名した。まず、第 l因子は、
「具体的な支援を検討する手がかりを知りたい」、「具体
的な支援の内容・方法について知りたいj、「障害につい
て知りたい」など、特別支援教育に対する興味とそれに
必要とする知識の習得に関する項目が高い負荷量を持つ
ので「知識へのニーズj因子と命名した。
第2因子は、「分かりにくい行動を分析的に見ること
ができるJI特別支援教育について理解しているJI子ど
もの気持ちを読み取ることができるjなど、自分は特別
支援教育を実施するために必要な知識や技術について実
施することができるという特別支援教育に対する自分自
身の予期的な効力感に関連する項目が高い負荷量を持つ
ので「予期的効力感」因子と命名した。
第3因子は、「特別支援教育に対して無力感を感じる」
「特別支援教育を通常学級で行うには難しい面があるj
「特別支援教育に対して不安な気持ちがある」など、特
別支援教育に対するネガテイブな意識や困難さに関する
項目が高い負荷量を持つので「困難感」因子と命名したO
それぞれの因子ごとにクロンパックの α係数を算出し
たところ、「知識へのニーズ」では.87、「予期的効力感」
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表 1 特別支援教育に対する意識に関する項目の因子分析結果
第 1因子 第 2因子 第 3因子
第 1因子 特別支援教育に対する「知識へのニーズ」
具体的な支援を検討するための手がかりを知りたい 0.81 4 0.1 99 O. 1 1 0 
特別支援教育について積極的に取り組みたい o . 7 61 0.079 -0.007 
特別支援教育の内容に通常学級での指導方法に役立つ(共通 0.759 -0.081 -0.202 
する)ものがある
具体的な支援の内容方法が知りたい | o . 7 31 -0.1 85 0.1 93 
特別支援教育の内容に通常学級での子ども理解に役立つ 0.696 0.180 -0.040 
ものがある
障害について知りたい O目659 -0目 187 O目 136
問題行動の見られる子どもも支援によって成長できる 0.575 0.143 0.073 
特別支援教育でも自分にできることはある 0.497 0.299 -0.249 
第 2因子 特別支援教育に対する「予期的効力感」
様々な視点から子どもを見ることができる -0.041 0.681 0.1 65 
分かりにくい行動を分析的に見ることができる -0.058 0.676 0.1 70 
子どもの気持ちを読み取る(汲み取る)ことができる o .01 0 0.663 0.069 
特別支援教育について理解している 0.378 0.621 -0.101 
障害について理解できている -0.016 0.541 -0.1 57 
第 3因子 特別支援教育に対する「困難性」
特別支援教育に対して無力感を感じる -0.1 55 0.075 
特別支援教育に対して不安な気持ちがある 0.1 93 0.006 
特別支援教育を通常学級で行うには難しい面がある -0.091 0.023 
特別支援教育は難しい
固有値
寄与率
累積寄与率
では 76、「困難感jでは.72、「全体」では.74であったO
大学2年生群、 3年生群、教師群の各下位尺度ごとの
事前事後(時期)の平均値と標準偏差を算出した。その
結果は表2の通りである。
次に、表2に基づいて各因子に関して 3 (各群) X 2 
(時期)の 2要因分散分析を行った O 各国子において時
期(事前事後)に有意差が認められた。「知識へのニー
ズJ(F (1，106) =41.04， p< .01)、「予期的効力感J(F 
(1，106) =28.92， p<.OOl)、 「困難感J(F (1，106) = 
19.97， p<.OO1) 0 
また、「知識へのニーズjと「困難感jについては、時
期の交互作用が有意であった。「矢口識へのニーズJ(F 
(1，106)二11.99，p< .01)、「困難感J(F (1，106)二13.65，
p<.oo1)。しかし、「予期的効力感jの交互作用につい
ては有意で、はなかった。
下位検定を行った結果は次の通りである o I知識への
ニーズjは、 3年生群と教師群が2年生群に比べ、得点
は有意に高かった。そして、情報提供によりその数値が
有意に低下したことから、情報提供の効果があったと言
える。しかしながら、 2年生群については、有意な変化
0.232 -0.055 
4.38 2.97 1.41 
21.89% 14.85% 7.06% 
21.89% 36.75% 43.81% 
はなかったことから、 2年生群については、情報提供の
効果がなかったと言える。「予期的効力感jは、各群に
おいて有意な上昇が見られたことから、情報提供の効果
があったと言える o I困難感」は、 3年生群、教師群の
みが有意に低下したことから、情報提供による肯定的な
効果があったと言える。
考察
「知識へのニーズjと「困難性jでは、共通した結果
が得られた。「生日識へのニーズjに関しては、教育実習
を含め、実際の指導経験がある群(教師、大学3年生)
がなし群(大学2年生)に比べ、有意に得点が高かったO
その要因としては、実際に特別な教育的ニーズのある子
どもの指導をした経験があり、そのときに、特別支援教
育に関する専門的な知識の必要性を感じたためであり、
情報提供によって、その必要性が軽減したためではない
かと考えられる O なし群について言えば、実際に特別な
教育的ニーズのある子どもの指導をした経験がないこと
から、特別支援教育に閲する専門的な知識への必要性を
元々感じていない、そのために、情報提供後も特に変化
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表2 各経験群ごと、因子ごとの事前事後の平均値と標準偏差
「知識へのニーズ」 「予期的効力感」 「困難感」
事前
大学2年生 n=32 平均値 21.88 
(教育実習未経験群) (標準偏差) (4. 49) 
大学3年生 n=26 平均値 27.81 
(教育実習経験群) (標準偏差) (2.21) 
小学校教師 n=51 平均値 28. 20 
(標準偏差) (2. 83) 
全 イ本 平均値 26. 25 
(標準偏差) (4.32) 
が見られなかったものと考えられる O
「困難性」に関しては、あり群は、実際に特別な教育
的ニーズのある子どもの指導をしたそのときに、うまく
対応ができない、どう対応したらよいか分からない、あ
るいは、そのような指導場面を目の当たりするなどの経
験から困難さを感じたためであり、子ども理解に閲する
情報提供によって有意に得点が低下したのは、その困難
さが軽減したためではないかと考えられる O
「知識へのニーズ」と「困難性」について考えると、
特別な教育的ニーズのある子どもを指導したとき、教師
は困難さを感じることがあり、その困難さの程度の強さ
が、特別支援教育に関する専門的な知識への必要性の高
さにつながっているのではないかと考える O この困難さ
の程度がさらに強まると、負担感や苦手意識につながる
可能性が高まるのではないだろうかと推測する O この傾
向は、教育実習という短い期間の指導経験であっても同
様であると考える O
そして、そのような指導経験のある群に対して、特別
支援教育に関する知識的な内容ではなく、子ども理解が
深まる内容に限定した情報提供により、「知識へのニー
ズJ["困難性jが軽減したことからすると、「子ども理解」
が深まるという要因が特別支援教育に対する意識に大き
な影響を及ぼしたものと考える O この傾向は、指導経験
のない群については見られない。
このように実際の指導経験の有無によって結果に違い
が生じたことから、「特別支援教育に対する意識全般に
ついては、特別支援教育の経験と研修会の有無によって
違いが生じる(小島・吉利・石橋・平賀・片岡・是永・
丸山・水内， 2011) Jという指摘を支持する結果が示さ
れたと言える O
しかしながら、「予期的効力感jに関しては、教育実
習を含めた子どもの指導経験の有無に関わらず、子ども
理解に関する情報提供によって、すべての群に有意な上
昇が見られた。したがって、子ども理解に関する情報提
供は、特別支援教育に対する「予期的効力感jについて、
指導経験がない群も含めて特別支援教育に対する意識に
事後 事前 事後 事前 事後
21.84 11. 66 13.50 9. 56 10. 13 
(2. 92) (2.73) (3. 14) (2. 58) (2. 62) 
25. 65 10.85 12. 19 11. 27 8. 73 
(2. 17) (1.78) (2.65) (2. 13) (2. 24) 
25. 14 12. 41 13.04 9. 76 8. 73 
(2.71) (2.63) (2.77) (2.74) (2.67) 
24. 29 11. 82 12.97 10.06 9. 14 
(3. 08) (2.55) (2.87) (2. 63) (2. 62) 
影響があることが示された。
以上のことにより、特別支援教育に対する「困難性」
は、実際に子どもの指導に関わることに影響を受ける。
そして、それを解決しょっとするため、特別支援教育に
対する「知識へのニーズjが高まるという関連性が考え
られる O それに対して、今回の子ども理解に閲する情報
提供は、特別支援教育によって新たに導入された障害特
性(医療的な視点)に偏りすぎないようにし、教師が従
来から行ってきている個々の子どもの実態そのものをと
らえていこうとする視点の有用性を再認識することによ
り、指導・支援について見通しが持ちやすくなったので
はないかと推測する O これにより、先にあげた「知識へ
のニーズj、「困難感jを軽減する、そして、実際の指導
経験の有無に関わらず「予期的効力感jを高めるという
点において影響があることが示されたと言えよう O した
がって、教師を対象に特別支援教育に関する研修会や情
報提供を行うとき、この結果を踏まえ、特別支援教育に
関する専門的な知識・技術にのみ偏らないようにする点
や子ども理解が深まる内容を取り入れる点を十分に考慮
して内容構成することが、より効果的であると言えよう O
また、教育実習という限られた短い期間であっても、特
別支援教育に対する「困難性jや「知識へのニーズjを
強く感じることから、この段階にある、教育実習を行お
うとする大学生についても、子ども理解を深めることは
効果的であると考える O しかし、今回は、統制群を設定
していないこと、対象となる学校種も小学校に限定した
こともあり、これらの点について今後さらに検討する必
要がある。
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